契約変更覚書（完全版）

○○○○（以下「甲」という）と△△△△（以下「乙」という）は、甲乙間の既存契約の変更について、以下のとおり合意する。

	変更対象の原契約
	　　　　　　契約書（令和　年　月　日付）

	変更の効力発生日
	令和　年　月　日

	甲（当事者1）
	住所：　　　　 氏名/会社名：　　　　

	乙（当事者2）
	住所：　　　　 氏名/会社名：　　　　



第1条（変更内容）
甲と乙は、上記原契約の以下の条項を下記のとおり変更することに合意する。

【変更前】第　条（　　　　　　）
（変更前の条文をそのまま転記してください）

【変更後】第　条（　　　　　　）
（変更後の条文を記載してください）

（変更する条項が複数ある場合は、第2条・第3条として繰り返し記載してください）
第2条（原契約との関係）
1. 上記第1条に定めた変更以外の原契約の条項は、引き続きその効力を有する。
2. 本覚書の内容が原契約と矛盾・抵触する場合は、本覚書の内容を優先する。
第3条（変更の効力発生）
本覚書に定める変更は、第1条に定める変更の効力発生日をもって効力を生じる。
第4条（合意管轄）
本覚書に関する紛争については、○○地方裁判所または○○簡易裁判所を第一審の専属的合意管轄裁判所とする。

本覚書締結の証として、本書2通を作成し、甲乙各自署名押印のうえ、各1通を保有する。

令和　年　月　日

【甲】
住　所：　　　　　　　　　　　　　　
会社名（個人の場合は省略）：　　　　
氏　名：　　　　　　　　　　　　　㊞

【乙】
住　所：　　　　　　　　　　　　　　
会社名（個人の場合は省略）：　　　　
氏　名：　　　　　　　　　　　　　㊞

【印紙税に関する注意】 変更覚書が原契約の内容を実質的に変更する場合（金額・期間・条件の変更等）、原契約と同種の課税文書として収入印紙が必要になる場合があります。
課税・非課税の判断は文書の実質的内容によります。不明な場合は税理士または最寄りの税務署にご確認ください（国税庁タックスアンサーNo.7100参照）。
【免責事項】 本テンプレートは一般的な情報提供を目的としており、法的アドバイスを構成するものではありません。個別案件については専門家にご相談ください。




